
 

 

平 成 2 7 年 ５ 月 1 3 日 

株式会社日本政策金融公庫 
 

日本政策金融公庫（略称：日本公庫）農林水産事業が顧客支援の一環として国産農

水産物・食品の海外販路開拓を後押しする「トライアル輸出支援事業」（別紙１参照：

以下、本事業という。）について、事業開始２年目の 26 年度は提携貿易商社の増加や

支援内容を拡充した結果、輸出先が７ヶ国・地域、件数も 45件と増加しました。 

新たに増えた輸出先は中国、タイ、マレーシアの３ヶ国ですが、それらの国を含め

た国・地域別の輸出支援件数ではシンガポールが突出して 18件にのぼり、輸出品目も

ブドウなどの果物をはじめ多岐にわたりました。 

平成 26 年６月 24 日に改訂された「農林水産業・地域の活力創造プラン」において、

農林水産業を成長産業とするために、農林水産物・食品の「輸出」を促進することが重

点的な取組みに位置付けられているなか、日本公庫は本事業を通じてお取引先の海外展

開を積極的に支援してまいります。 

 

＜ポイント＞ 

○ 26年度は７ヶ国・地域において 45件の輸出を支援 

本事業は、25年度から開始したもので、26年度は提携貿易商社を５社から 15社

へ増加させると共に、支援対象者を従来の農業者に加えて、林業者・漁業者・食品

企業まで拡充した結果、試験的な輸出取組の実績は７ヶ国・地域（25 年度：４ヶ

国・地域）、支援件数も 45件（同 31件）に増加しました。 

 

○ 国・地域別ではシンガポールが最多 

輸出国・地域別の実績ではシンガポールが 18 件と最多で、次いでマレーシア  

８件、香港５件、台湾５件となりました。 

輸出品目では米、ブドウ・梨・ミカンなどの果物、トマト・里芋・白菜などの野

菜のほか、果実ジュース・ドレッシングなどの農産加工品、水産物などの輸出支援

を行いました（輸出国・地域、主な輸出品目の詳細は別紙２、具体的な支援事例は

別紙３を参照）。 
 

 
26 年度「トライアル輸出支援事業」  輸出国・地域、支援件数とも増加 

～国産農水産物・食品の海外販路開拓を積極後押し～ 

ニュースリリース 



 

 

○ 本事業を利用した企業や商社は今後の輸出に意欲的 

本事業を利用した農業屋ファーム株式会社（三重県松阪市）の上村光矢代表取

締役は、「トライアル輸出支援事業の活用によって、当社の“松阪米”約１ｔを初

めて台湾に輸出することができた。27年度産は新規需要米４ｔを確保し、輸出し

ていく予定で、今後は年々輸出量を伸ばしていきたい」とのコメントを寄せてお

られます。 

また、提携貿易商社であるファーストインターナショナル株式会社（青森県八

戸市）の営業担当者である久保映矩氏も「日本公庫から紹介された農業者の人た

ちは輸出意欲が高く、海外を重要な販路の一つとして考えておられる。当社とし

ても、今後、本事業を利用して魅力ある国産農産物・加工品を発掘し、世界の方々

にアピールしてきたい」と今後の展開について積極的な取り組み方針のコメント

をいただきました。 

 

○ 27年度は輸出意欲のある生産者・企業を継続支援 

27 年度の「トライアル輸出支援事業」については、青森県、東京都、大阪府、

兵庫県、愛媛県、福岡県、鹿児島県に本社所在地のある貿易商社 11社及び台湾の

貿易商社１社と本事業に関する契約を４月 16日付で締結済み（詳細は別紙４）で

すが、輸出意欲のある農林水産業者、食品企業からの輸出支援ニーズがあれば、

提携する貿易商社数を増やし、支援していく予定です。 

 

【27年度取組みの特徴】 

・27 年６月より、提携している貿易商社とともに全国各地で輸出支援セミナー

（兼トライアル輸出相談会）を開催する予定です。 

・従来の農水産業者・食品企業からの依頼・マッチングだけではなく、海外の

バイヤーから提携貿易会社を通じて、特定の品目に対する紹介の依頼があっ

た場合にも、当該商品を生産しているお取引先に対して、マッチングの提案

をします。 



  

○トライアル輸出支援事業とは 

日本公庫とお取引のある農林漁業者・食品企業が自ら生産した農林水産物、農

産加工品を海外に輸出したい場合、その販路開拓を後押しするため、輸出前の事前

準備から、輸出手続き、販売まで一貫した輸出の取組みを支援し、海外での売れ行

き状況をフィードバックする事業です。 

本事業により、海外への販路開拓を望むお取引先が海外市場におけるニーズを

把握し、輸出体制を確立することを目的としています。 

輸出形態は、貿易商社の指定する国内倉庫渡しを条件とし、生産地から比較的

近隣の貿易商社を利用することにより、国内販売と同様の取引方法で、間接輸出す

ることを可能としました。 

 

【輸出スキーム図】 
 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

【具体的な支援の流れ】 

・日本公庫が、輸出に意欲のある農林漁業者・食品企業と貿易商社とのマッ

チングを行い、貿易商社が事前にトライアル輸出が可能かどうかの見極め

を実施。 

・輸出可能と判断した場合には、貿易商社が以下の(a)～(d)まで一貫したサ

ポートを実施。 

(a) 輸出前の事前準備（ラベル表示作成指導等）支援 

(b) 検疫や税関における各種の手続き支援 

(c) 海外の販売先との商品価格交渉などの側面支援 

(d) 輸出後の販売状況のフィードバック 

 

別紙１ 



○26年度の支援内容一覧 

 

輸出国・地域 

 

支援件数 

 

主な輸出品目 

シンガポール １８件 

・果物（梨、ブドウ） 

・野菜（キャベツ、白菜、サツマイモ、トマト） 

・有機緑茶 

・加工食品（梅干し、麺商品、豆腐薫製・油揚げ） 

・菓子（黒糖菓子） 

☆マレーシア ８件 

・果物（ブドウ、ミカン） 

・野菜（里芋、トマト） 

・加工食品（ミカンジュース、トマトジュース、ネ

ギドレッシング、葉にんにくタレ） 

・洋菓子（ロールケーキ） 

・水産物（冷凍イカ） 

香 港 ５件 

・果物（ラフランス） 

・野菜（レタス） 

・加工食品（麺商品） 

台 湾 ５件 
・米 

・加工食品（桃ジュース、ブドウジュース） 

米 国 ４件 

・茶 

・加工食品（野菜粉末、米加工品） 

・菓子（黒糖菓子）  

☆中 国 ４件 
・加工品（ごぼう茶、乾燥野菜、のむ酢、梅干し、

フルーツ梅肉） 

☆タ イ １件 ・果物（リンゴ） 

 

計 

 

４５件  

 ☆は 26年度に初めて輸出支援を行った国 

 

 

別紙２ 



○26年度 具体的な支援事例 

支援事例① 

貿易会社名 

輸出国・地域 

テイサン国際有限公司（所在地：台湾） 

台湾 

支援内容 
台湾に農業生産法人３社（宮城県、三重県、京都府）の米商品を輸出し、台湾の

小売店で販売。輸出前の準備から現地の販売に至るまで、一貫した支援を実施。 

企業名 

商品名 

①企業名：農業屋ファーム株式会社（三重県松阪市） 

商品名：「松阪米」（三重県産コシヒカリ） 

 

②企業名：株式会社 農樹（京都府綾部市） 

 商品名：京都丹波 農樹（特別栽培コシヒカリ） 

 

③企業名：有限会社ＰＦＴサービス（宮城県登米市） 

 商品名：寿司米（宮城県産ササニシキ） 

 

成果 
トライアル輸出にて販売した商品の売れ行きが好調であったことから、３社とも

に継続取引を開始。27年度はさらに取扱量を拡大していく予定。 

別紙３ 



 

 

支援事例② 

貿易会社名 

輸出国・地域 

愛媛エフ・エー・ゼット株式会社 

マレーシア 

支援内容 

マレーシアの飲食店向けに冷凍イカ、貝を輸出。通関に必要な書類のとりまとめ

や空輸で輸送する際の商品の納品方法等をアドバイス。輸出後には、現地の評価

をフィードバックした。 

企業名 

商品名 

企業名：秀長水産株式会社（愛媛県宇和島市） 

商品名：冷凍イカ、冷凍貝 

 

 

 

成果 
マレーシアの飲食店バイヤーに日本産水産物の品質が評価され、継続した取引に

向け検討を重ねる方向となった。  

 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 
 



 

○27 年度 提携の貿易会社一覧（概要） 

 

別紙４ 

（※）畜産物は、輸出国からの輸出認証施設を取得している申し込み者のみ、対応が可能。  


